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廃炉検討委員会　リスク評価分科会の活動報告
廃炉の過程におけるリスクの評価と管理の方針
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目的
　福島第一原子力発電所の廃止措置等において、安全性（放射線に係る安全と労働安全）、環境の保全、およびプロジェクトの管理（廃炉プロセスの滞りなく進捗に係る課題の解決）に資するため定量的リスク評価とリスクマネジメントに関する提言を行うことを目的として、廃炉検討委員会の下にリスク評価分科会を設置する。

定量的リスク評価とリスクマネジメントのプロセス
　リスクとは、どのようなことが起きうるのか（シナリオ）、それはどれくらい現実的なのか（確からしさ）、その結果どのような被害あるいは影響があるのか（影響度）の三要素からなる[footnoteRef:1]。さらに、それらの結果の解釈により適切(rational)な意思決定を行う。一連のプロセスが滞りなく進捗するためには、リスクに関するコミュニケーション（パブリックアウトリーチ）もリスクメネジメントの重要な要素として含まれる。福島第一原子力発電所廃止措置のリスクマネジメントの目標は、放射性物質のリスクを継続的かつ速やかに下げることである。[footnoteRef:2] [1: ：リスクの大きさは、事象（閉じ込め機能の喪失）、結果（人と環境への影響）、起こりやすさ（事象の起こりやすさ）で定義している。これはほぼ同様のリスクの定義であるが、事象（シナリオ）については、起因事象による閉じ込め機能の喪失としている。また、影響度は放射性物質のインベントリと移動のしやすさ（モビリティ）で影響度を定量化している、リ評分1-3, 肥田]  [2:  福島第一原子力発電所の廃炉の基本方針は、放射性物質のリスクを継続的かつ速やかに下げることである。特記すべき特徴は、通常の原子力発電所の放射性物質のリスクと様相が異なること、東京電力福島第一原子力発電所の廃炉のための技術戦略プラン2015, 平成27年4月15日、原子力損害賠償・廃炉等支援機構] 


　定量的リスク評価のプロセスは６のステップからなる[footnoteRef:3]。これは、あらゆるリスクを伴う行為のリスクマネジメントに適用できる。 [3:  J.B.Garrick, Quantifying and Controlling Catastrophic Risks, Elsevier, 2008] 

· ステップ1	：対象システムを明確に定義する（成功するプロセスを記述すること）
· ステップ2	：成功するプロセスに影響を及ぼしうる危険要因（hazards）を列挙し特性化する（危険要因がどのような影響を与えるか）
· ステップ3	：成功するプロセスが失敗に至るあらゆるシナリオを策定するとともに、それらをカテゴリー化する（リスクトリプレットの第一要素）
· ステップ4	：各シナリオの尤度を定量化する（そのシナリオの確からしさでありリスクトリプレットの第二要素）
· ステップ5	：各シナリオの被害度を定量化するとともに、適切に分類してリスクプロファイルを記述する。（リスクトリプレットの第三要素）
· ステップ6	：リスクマネジメントの指針となるべく結果の分析と解釈を行い、これによりリスク管理に関する意思決定（対策）の優先度を定める
　福島第一原子力発電所の廃炉においても、この６ステップを基本としてリスクマネジメントを考えることが適切である。なお、発電所の状態の特殊性により必要に応じて修正を行う。

リスク評価の方針
1. リスクを継続的にかつ速やかに下げるという基本方針は、福島第一発原子力電所が及ぼす悪影響を許容可能な程度に抑制するというリスクマネジメントの目的に対応する。原子力安全の目的を踏まえ、“悪影響を抑制する”は以下を指すと考える。
(1) 公衆へのリスクを抑制すること
(2) 従業員の被ばくを管理すること
(3) 環境への悪影響を抑制すること
2. 福島第一原子力発電所の特性を踏まえれば適切に管理すべきリスク要因は：
(1) 燃料、汚染水、廃棄物などのリスク源の管理を適切に行うこと
(2) プロジェクト管理を適切に行うこと
(3) 関係者との情報共有・意思疎通を適切に行うこと
(4) 社会への発信を適切に行い、相互理解を得ること
3. 上記の1と2は、リスク源ごとに定められる。対象とするリスク源を、優先度に応じて数個選択し、それぞれのリスク源について、管理目標を達成するための成功パスの設定（ステップ1）並びに、リスク評価（ステップ2からステップ5）、結果の分析と解釈（ステップ6）を実施する。
4. 複数のリスク源のリスクマネジメントを統合的に扱う方法については、次年度以降に別途検討する。

リスク評価の観点と考え方
· リスク源とリスクマネジメント目標：リスク評価の6ステップは、リスクマネジメント目標に関して、すなわち、それぞれのリスク源の“リスクを継続的かつ、速やかに下げること”という基本方針に則って適用される。
· 技術戦略プラン2015には、図1の考え方（影響度と起こりやすさの二軸で整理する）によりそれぞれのリスク源対策の優先度が示されている。また、リスク源のリストアップと特徴について図2に示す（技術戦略プラン2015）。
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図 1　リスクの定義と各リスク源の相対的重要度
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図 2　リスク源の特性記述

· 定量的リスク評価のプロセスには、時間軸の概念が入っていない。一方、ここでのリスクマネジメント目標は、放射性物質のリスクを継続的かつ速やかに下げることである。ゆえに、時間変化を評価の中に取り込むことが大切である。[footnoteRef:4] [4:  戦略プランとは、時間軸に沿ったリスク低減戦略の検討である。リ評分1-3, 肥田] 
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図 3　リスク低減の時間フレーム

· 原子力規制庁のリスク低減マップを図4に示す。ここでは、図2のリスク源それぞれに対して目的と計画を整理している。地震・津波関連は、建屋等にあるリスク源の低減のことである。したがって、技術戦略マップの考え方と合致すると考えられる。
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図 4　原子力規制委員会の中期的リスクの低減目標マップ

· リスクの定義：ここでいうリスクとは、前項にて目的として述べたとおり、放射性物質による、公衆と従事者の被ばく、環境への“影響”であるとする。一方、プロジェクトリスク、リスクコミュニケーション／パブリックアウトリーチも検討範囲に含める。すると、これらの要素をここで云う“影響”にどのように考慮するか議論する必要がある[footnoteRef:5]。 [5:  リスクの定義についての参考資料] 

· リスク評価の対象：各リスク源から数個の特徴的な項目（優先度が高い、福島第一原子力発電所の廃炉に特有である、リスク管理の観点から重要など）を選択し、当面の検討対象とする。選択にあたっては、技術戦略プランでの優先度の決め方を参考とする。
· リスク評価のステップ1：設定したリスク源について、それを取り出し、処理、処分、管理するという成功パスを記述する。放射性物質のリスクを継続的かつ速やかに下げることとの基本方針[footnoteRef:6]から、時間軸を成功パスの中にどのように取り入れるかを検討する。成功パスの中には、人員や予算の確保、社会への発信、関係者への情報提供など、定性的管理目標の視点も含む。 [6:  リ評分1-3, 肥田、廃炉の基本方針] 

· リスク評価のステップ2：設定したリスク源について、成功パスに対して影響を及ぼしうる危険要因（hazards）を列挙し特性化する。また、燃料取り出し作業中の地震、台風による影響などの外的要因も考慮する。
· リスク評価のステップ3から5：リスク評価は、原子力学会で発行したリスク評価手法の選定に関するガイドを参照しつつ、次年度以降に実施する。
· リスク評価のステップ6：結果の分析と解釈を行うためには、リスク指標を定める必要がある。リスクマネジメントに活用するためには、リスク低減の優先順位をつけること、トレードオフを判断することのできる指標を提案する必要があり、ステップ６の内容を詳細化する必要がある。
· 放射性物質のリスク（公衆、従事者の安全と健康、環境の保全）に加え、作業リスク（作業安全、労働安全）とプロジェクトリスクも考慮するならばそのために新しい評価軸が必要ではないか。リスクトリプレットのシナリオ（閉じ込め機能の喪失）だけでは不十分ではないか。その場合の影響度やおこりやすさの指標は何か。
· 英国NDAのSEDについて紹介されたが、定量的なリスク評価を行うためには、SEDを福島第一の廃炉用に改訂する必要があるのではないか。考え方は活用できる。
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· SEDは（危険のポテンシャル：RHP）と（危険の安定度:FD）と（監視・移動のしやすさWUD）を表している。また、危険のポテンシャルはインベントリ、危険物質の相、監視の頻度（様相が変化する頻度）で表される。
· リスク源顕在化の引き金になるうる事象についての検討は必要である[footnoteRef:7]。 [7:  地震、津波について、27年度中に検討用地震動と津波高さが設定され方針を決める予定、リ評分1-2, 金城] 

· リスク情報を活用した意思決定の判断基準を定める必要がある。リスク情報を活用した統合的意思決定の原則と要件がRG1.174に示されている（図5）。これは、廃炉プロセスにおいても適用される原則である。統合的な意思決定のためには、具体的な活動や活動の変更に伴うリスクの変化に関する評価指標を定める必要がある。RG1.174では、炉心損傷頻度（CDF）と早期大規模放出頻度（LERF）としている（図6）。CDFやLERFに相当する指標を検討する。図1に示すような潜在的影響度と閉じ込め機能喪失の起こりやすさは指標となりうる。この場合には、リスク源を除去することによるベネフィット（潜在的影響度）と閉じ込め機能喪失の起こりやすさ（リスクの顕在化可能性）比較していることになる。
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図 5　リスク情報を活用した統合的意思決定の原則
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図 6リスク情報活用の判断基準

· 福島第一原子力発電所について事故提言・課題フォロー分科会にて、事故の分析を継続している。これらの情報を、適宜、インプットとして考慮する。
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図 7　リスク分析に基づく優先度決定の考え方

リスク指標の選択
リスク指標選択の基本的考え方は以下の通りとする。
· ３号機の燃料取り出しにともなう被曝、公衆の健康への影響、環境への影響、プロジェクト進捗への影響を対象として評価する。これについて、リスク指標を選択する。汚染水についても検討の視野に入れるが優先度は下げる。なお、その他のリスク源にも適用できるかを考慮しつつ検討を進める。
· 放射線にかかるリスク管理目標は、公衆へのリスク抑制、従業員の被ばく管理、環境への影響抑制とする。放射線リスクの要因として、燃料からの放射性物質放出、燃料の破損・変形、臨界管理失敗を考える。上記リスク要因それぞれに対して、発生頻度、放射性物質放出量、敷地境界線量を放射線リスクの工学的な指標とする。
· 放射性物質のリスク（公衆、従事者の安全と健康、環境の保全）に加え、作業リスク（作業安全、労働安全）とプロジェクトリスクも考慮する。
· リスク指標を定めるとき、英国NDAの考え方は活用できる。ただし、SEDを福島第一の廃炉用に改訂する必要がある。

今後の進め方
· 主要リスク源については戦略プラン2015で整理されている。また、潜在的影響度と閉じ込め機能喪失の起こりやすさでマッピングがなされている。これを活用する。
· 意思決定の説明性を与える指標としてSEDの考え方を採用する。ただし、SEDの必要十分性、すなわち、必要なリスク特性要素は含まれているか、現実の状況を表現できているかを検討する必要がある。また、SEDだけではなく、SED情報として下階層の数値も活用する。
· リスク源ごとにシナリオを列挙する。シナリオの検討は、極めて大切である。表に示される通り、シナリオの検討が廃炉プロセスのリスク管理の主要な要因である。
· 不確かさについては、地震PRAのフラジリティ評価のように、不確かさを統計的不確かさと系統的不確かさにわけて、応答係数法のようなアプローチ（対数正規分布を用いる）を採る。SEDでは不確かさの扱いが不明確と考えられ、フラジリティの考え方は、外的事象やテロなど、Load-Resistanceモデルに基づき、不確かさを簡明に合理的に評価する。
· プラントの状態が時間とともに変化し、ハザードポテンシャルも変化するので、時間ファクターを導入する。タスクを延期することは、タスクに伴うリスクを生じさせないが、一方で、必要なリスク抑制が先送りされることになり、さらなる付加リスクを生じさせうる。リスクの増加があるとしてもタスクを早期に実施することが合理的であるのか、リスクの増加を回避するためにタスクの実施を延期することが良いのかを判断するために、時間とともにリスク指標が悪化していくことを考慮する。
· プロジェクト管理リスクを考えるためには、SEDの中に、社会のアクセプタンスの要因をいれてはどうか。どのように入れるかは相当に難しい問題。しかし、社会への情報発信、丁寧な説明、アクセプタンスを得るための若干のプロジェクトの遅れ、フルアクセプタンスがない状況でもアクションを取ることの合理性、これらを定量化できるスキームが必要である。
· REG1.174の考え方を導入し、リスク情報を活用した意思決定の原則を定める。SEDの評価に加え、何かの作業をする場合のΔSEDを導入し、意思決定の判断基準を与える。廃炉プロセスでは意思決定の判断根拠を示すことがリスク管理の重要なミッションである。これを意思決定マップとして表現し、ある問題について、判断を下すための根拠（シナリオ、リスク要因マップ、SED、意思決定マップ）を定量化する。

まとめ
リスクマネジメント目標（廃炉の基本方針）：
· リスクを継続的にかつ速やかに下げる
リスクマネジメントの目的：
· 福島第一発原子力電所が及ぼす悪影響を許容可能な程度に抑制する
そのために
· 定性的管理目標
· 定量的管理目標
を定める。
　以下の通り、本WGのタスクを定めた。今年度は、成功パス検討チームとリスク指標検討チームを設置し、ステップ1とステップ2、ステップ3とステップ4の一部を実施した。またそれ以外のタスクについても検討方針を定めた。
· リスク評価の対象（リスク源）として、当面は3号機の燃料プール内燃料取り出しを選択する。リスク管理の成功パスを記述する。それを構成する要素の失敗がリスク管理の失敗である。（リスク評価の対象）
· リスク管理の成功パスを記述する。それを構成する要素の失敗がリスク管理の失敗である。（ステップ1）
· 成功パスを構成する要素に対する危険要因を列挙する。（ステップ2）
· プロジェクトリスク、リスクコミュニケーション／パブリックアウトリーチなどの要素も考慮する。
· シナリオの策定とカテゴリー化並びにリスク指標を設定する（ステップ3）
· 各シナリオの尤度の定量化は次年度以降に実施する（ステップ4）
· リスク低減戦略において、短期的ならびに長期的な時間の要素を考慮する。
· リスクプロファイルの記述は次年度以降に実施する（ステップ5）
· リスクマネジメントを達成するために参照される定性的並びに定量的管理目標と対比できるようにリスク指標を提案する。SEDの考え方を適用する（ステップ6）
· リスク情報を活用した意思決定の原則と意思決定マップを定める

　技術戦略プラン2015（原子力損害賠償・廃炉支援機構）は技術的な観点からは最もよくまとまった報告書である。また、潜在的影響度と閉じ込め機能喪失の起こりやすさでマッピングがなされている。これを参考としてリスクマネジメント戦略を策定する[footnoteRef:8]。廃炉のプロセスにおけるリスクマネジメントが適切に行われなければ、技術開発そのものは順調であったとしても社会からの信頼が劣化しかねない。特段の対応を必要としないトラブルと、重要で的確に対処すべきトラブルを峻別し、そのリスク管理上の意味と影響評価を社会に発信し、円滑な廃炉プロジェクト遂行に資することを期待する。 [8:  戦略プランは、政府の中長期的ロードマップの着実な実行や海底の検討に資すること、すなわち、中長期ロードマップにしっかりした技術的根拠を与えることを意図している。リ評分1-3, 肥田] 


添付資料：シンポジウム用スライド資料

活動実績
· 第1回分科会・・・6月15日：福島第一発電書の廃炉に関する情報収集、整理
· 第２回分科会・・・８月10日：リスク評価・管理の方針並びに実施項目の策定。成功パス検討チームとリスク指標検討チームを設置して具体的検討に入ることを決定。
· 第3回分科会・・・10月21日：燃料取り出しの成功パスの記述並びにそれに対する脅威の摘出、リスク指標の提案を行い、意見交換を実施。
· 第4回分科会・・・12月2日：各チームの案を再審議、廃炉検討委員会シンポジウムに向けての発表内容の検討
· 第5回分科会・・・1月25日：今年度報告書まとめ、シンポジウムの発表について審議
リスクマネジメントの全体枠組み（ステップ1からステップ6までの具体化）を提言する報告書をまとめる。


（参考）
第３回廃炉検討会での議事より引用

・規制庁、東電でリスクについて詳細かつ包括的な検討を行っており、入力情報として使える。
・規制機関は、個々の規制措置に関して、厳格に適用する方針を変えるのは難しい。総合的リスクを抑える観点から、規制措置を柔軟に行うためには、学会が規制側を後押ししてあげることが必要との意見があった。
・福島第一のリスクは、時間の考えを入れ総合的に考える必要があり、プロジェクト管理の視点も入れる必要がある。ハードだけに囚われず、人（マネージメント）・物・金が大切で、これらが無いとリスク低減が進まない。
・リスクの低減に当たっては、社会との関係が出てくる。福島県民が納得できる計画・工程で廃炉を行う必要がある等の意見があった。
・今日の説明資料については、国のやっていることの代弁になっており、原子力村の資料になっている、例えば除染が進んでいないこともはっきり言っていかねばならないとの意見があった。これに対して、今日の資料は具体的な議論のためにエンジニアリングの話に焦点を絞っているとの回答があった。
・学会として、福島第一のリスク評価（リスクの源）、総合的なリスク管理についての評価をエンジニアリングの視点から行っていくことが重要との意見が多数あり、本委員会として分科会を設置して検討していくことになった。

廃炉検討委員会からの要望のまとめ
· 東電、規制庁等の当事者との連携が必要である（本分科会がその役割）
· 学会として廃炉が円滑に進むよう支援（報告書、提言書などをアウトプットする）
· エンジニアリングの視点は当然（リスク学、科学、技術の観点からの論理的、現実的、定量的な提言を行うよう努める）
· リスクマネジメントにはアウトリーチも含まれる（社会への発信の仕方を工夫する）

第１回リスク評価分科会のコメント
· リスクとは何か、何がゴールかが明確でないとマップは使えないのではないかとのコメントがあった。
· 時間の経過で変化するリスクモニターが共通の言語として活用できるのではないか。
· 本分科会でどの程度まで詳細に検討するか、定量化は大変な作業と考えられる。安全の分科会であるため、(原子力安全の目的)⇒(対策)⇒(・・・)というような基本的な考え方で進めるとわかり易いと考えられる。
· 通常の廃炉ではできても福島第一ではできず、対策をとるのが難しい面がある。また対策を取ると選択肢を切っていくことになり、引き返せないポイントがでてくる。このように対策を行っていくとリスクが上がることがあるが、これは規制側には受け入れられないのではないかと考えられる。この時に、規制側への助力が必要と考えられる。
· 現場としてリスクについて悩む点は、将来のリスクを下げるにあたり、作業員の被ばくはどこまで許容されるのかというような相反リスクの扱いについてである。これを解決する何かが必要。
· 本分科会のスコープが広くなりそうなので、パイロットスタディのようなものをやってみると「目標」が判ると考えられる。

第2回リスク評価分科会のコメント
· プロジェクトリスク、リスクコミュニケーション／パブリックアウトリーチなどをどのように考慮するかについては、今後アイデア出しが必要。
· 今年度の対象リスク源として燃料デブリを選定しているが、デブリの取出しに現状成功パスがないため適切ではない、それよりは3号機の燃料プールからの燃料取り出しの方が、来年実施する作業であり、素案作成のリスク源として適しているとの意見があり、対象リスク源を「3号機の燃料プールからの燃料取り出し」に変更することになった。またもう一つのリスク源の汚染水については、各種の汚染水があり、いずれにするか検討が必要である。
· プロジェクト管理の評価はお金の評価になるのかとの質問があった。ここでは、廃炉プロジェクトが滞りなく進捗することに関する評価を示し、リスクマネジメントで「公衆へのリスク」などの悪影響を抑制することとの回答があった。
· 定量的評価は難しいのではないかとのコメントがあった。NDFは英国のSEDの評価をうまく使ったが、当分科会も同様の手法の適用を考えている。
· ３項の岡本委員の資料にある「リスクの最適化」とは、リスクを高める作業をしないとリスクの低減が図れない場合、規制側はリスクが高まるため作業の許可が出せず、遠回りの作業をしなければならなくなる可能性がある。このとき、総合的なリスクを下げる規制を実施すべきということである。このことは、当分科会の評価でも同様に考えている。

第3回リスク評価分科会のコメント
· 使用済み燃料プールリスク評価のステップ1(システムの定義)とステップ2(危険要因)について説明があり、次の議論等があった。
· ステップ1として系統システム関係だけでなく管理システムの抽出も要る。つまり燃料取り出しまでに行わなければならないこと、例えば、工事、工程管理、取り出し後の運搬、教育・訓練、規制側との折衝、地元との折衝、国際的な理解等を、具体的に全て抽出する必要がある。
· ステップ2の外的事象として洪水、火災も考える必要がある。またステップ2に、経年劣化(腐食等)、時間のファクターをどのように取り込むか考える必要がある。工事においては、作業員被ばく、燃料取り出し時に破損燃料が出てきた場合、取り出し時に燃料を落下させた場合等、危険要因が多くある。なお、相反する危険要因については、リスクの指標で評価することになる。
· ステップ2の表し方として、原因と表面に見えるものの2階層をつくるなど、工夫が考えられる。例えば「PH管理」、「腐食」の結果として「配管破断」が生じることになる。
· プールからの燃料取り出しを考える場合、「現状の線量が高い環境で取り出す」か、「線量の減衰を待って取り出す」かの判断には、リスク管理の考え方を入れる必要がある。また複数のリスク間の優先順位についても同様であり、これらは当分科会としての検討課題である。
· 現状、崩壊熱が減少しているため、燃料プールの冷却系の機能が喪失しても、月オーダで問題はないが、これを評価として取り入れられるか考える。
リスクの指標に関する3つの資料について、それぞれ説明があり、次の議論等があった。
· SEDについては、各種の汚染水のどの汚染水を優先して処理するかの評価などはできそうであるが、リスクの指標と呼べるものか考える必要がある。現状分析のスタート点としては使えそうである。
· 今回の評価対象は、現状を維持していても時間の経過とともに悪化していくものであり、SEDの中に時間のファクターを入れ込む必要があると考えられる。
· 福島第一は、事故炉であり、許容応力として何を考えるか議論が必要である。
· 現在、本分科会の中に次の2つのチームを設けて検討しているが、上記の許容応力の件を考慮すると、サクセスクライテリアを考える第3のチームを結成する必要があると考えられる。
· ステップ１に工程や社会影響を考慮することに関連して、人文系の先生が考えられたリスクとして、次のような考え方について紹介があった。
· リスク＝(ハザード)×(社会的な脆弱性)／(レジリエンス(社会の回復力))
· 本分科会の「売り」は、次の2つと考えられる。(1)リスクに時間の要素を加味している。
· (2)リスクに教育・訓練、レジリエンスの効果を加味している。
· 時間のファクターは重要であり、10年後には現在と異なるリスクが生じる可能性がある。これは廃炉検討委員会で必要な議論の内容と考えられる。

第3回リスク評価分科会のコメント
　使用済み燃料プールリスク評価のステップ1(システムの定義)とステップ2(危険要因)の改訂版について説明があり、次の議論等があった。
· 「取り出し準備期間」の資料について：
· ステップ1にある「研究開発・計画立案」は別のアイテムのため、分けて記述する。
· 危険要因の「遅延」は、これが発生すると何が困るのか分かり難いので、記述を追加する。例えば、コストの面、ロードマップへの遅れに対する非難等。また「遅延」に対する理由に、作業員の確保難がある。
· 「遅延」に関しては、取り出し装置の耐震をSsとすると耐震上のリスクは減るが、コストが上がり建設期間が延びる。耐震を低くするとリスクは増すが、建設期間を短縮できて早く使用済み燃料を取り出せ安全な状態に移行できる。このような評価にコストも重要と考えられる。
· ステップ2では、防護対象ごとに、どのような脅威があるか整理することを考える。
· 「取り出し期間」の資料について：
· ステップ1が作業に分解できていないので、「キャスクに詰める」、「運搬して地上に下ろす」のように、使用済み燃料をキャスクに詰めてから地上に下ろすまでの作業にする。
· 脅威として、電源喪失を入れる。
· 取り出し装置を運転員が運転する際、運転員の死角にある物体により停止する可能性がある。「作業中の状況把握失敗」、「情報入手の失敗」をステップ2に入れる。
· ステップ2に、管理関係のミスについても記述した方が良い。
· 「取り出し後(保管、最終処分)」の資料について：
· ここでの記述は「保管」までとし、サイト内での保管で終了とする。
廃炉におけるリスク評価とリスク管理の資料について説明があり、次の議論があった。
· 前項のシステムの定義、危険要因では、防護対象としてハードが入っているが、本項のリスクの指標の資料ではハードが入っていないため、議論があった。その結果、本項では、ハードについて1つの指標、放射性物質のリスク／作業リスクで一つの指標を考える方向となった。最終的にそれらの指標をどのように集約するかについては、今後検討しなければならない。なお、共通のデメンジョンとして「お金」が考えられる。
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東京電力株式会社福島第一原子力発電所の中期的リスクの低減目標マップ（平成27年2月版）	
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�安全目標の政策声明(1986年)



�PRA活用政策声明(1995年)
� NRCの決定論的アプローチを補完し従来の多重防護の考え方を支援するよう



にPRA技術を活用することを促進すべき
� PRA及び関連する解析を規制要求における不必要な保守性の削減に活用すべ



き。規制要求を変更するプロセスにPRAを含めるため手順を開発すべき
� 規制判断に際しては、適切に不確実さを考慮して安全目標が使われるべき



�規制指針1.174「個別プラントの許認可ベースの変更に関し、リスク情報を活
用した意思決定においてPRA



米国規制指針1.174について (1/3)



� 事業者及びNRCスタッフが許



認可ベース変更の性格及び
影響を評価するのに容認さ
れる方法を記載。



� ライセンスの変更、Technical 
Specificationの変更等



を用いるためのアプローチ」
(2002年)
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変更が現行の規制
に適合すること



変更が深層防護の考
え方と整合すること 十分な安全裕度を



維持していること



CDF又はリスクの増
加が小さく、安全目標
政策声明と整合する
こと



実績に基づいて変更
の影響を監視すること 統合的



意思決定



リスク情報を活用した統合的意思決定の原則
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炉心損傷頻度（CDF）の許容ガイドライン



早期大規模放出頻度（LERF）の許容ガイドライン
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領域Ⅰ
領域Ⅱ



領域Ⅲ



•変更は許容されない。
•小さな変更。
•累積の影響を追跡する。
•極めて小さな変更。
•ベースラインCDFに、より
自由度が許容される。
•累積の影響を追跡する。



領域Ⅱ：
10-6/年<ΔCDF<10-5/年の場合、CDF
が10-4 /年より小さいことが合理的に



示せれば検討対象となる。



領域Ⅲ：
ΔCDFが10-6/年以下の場合、CDFに
依らず検討対象となる。但し、 CDF が
10-4/年よりかなり大きな場合には、
CDFを下げることを考えるべき。



米国規制指針1.174について (2/3)
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リスク	




•  リスクは、二つの重要な要素からなる：暴露と
不確かさ。リスクとは我々が不確かと考える
“もの”への暴露である	
  



•  “Risk	
  entails	
  two	
  essen.al	
  components:	
  
exposure	
  and	
  uncertainty.	
  Risk,	
  then,	
  is	
  
exposure	
  to	
  a	
  proposi.on	
  of	
  which	
  one	
  is	
  
uncertain.”	
  
– G.A.HOLTON,“Defining	
  Risk”,	
  Financial	
  Analysts	
  
Journal,	
  Vol	
  60,6,	
  pp.19-­‐25,	
  www.cfa.pubs	
  (2004)	
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リスクと“危険”	




20	




工学システムから視る定義（防止する）	
  



リスク＝	
   ハザード	
  
安全防御	
  



公衆の側から視る定義（被害を緩和する）	
  



リスク＝確率と被害、あるいは、不確かさと被害	
  



ハザードが大きい	
  
被害が大きい	




確率が小さい	
  
安全対策が万全	




安全防御とは“気づき”であり、	
  
不確かさとは未知の程度である	




* On the Quantitative Definition of Risk Stanly Kaplan and B. John Garrick, 1980	
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確

率

が小さい

	

安全対策が万全	


安全防御とは“気づき”であり、

	

不確かさとは未知の程度である	


* 

On the Quantitative Definition of Risk Stanly Kaplan and B. John Garrick, 1980

	


＊

＊
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NRCのリスクコミュニケーションガイドライン	




•  資源配分の優先度付けと補償手段の決定のためにNRCは次の定義を用
いる。ただし、リスクの評価は、科学的合理的な分析に基づく	
  



•  リスクコミュニケーションの専門家Dr.Sandmanによれば、公衆の見方は：	
  



•  何か悪いことが起きて混乱を生じるような事態に至る確率が公衆のリス
ク認知に関係する。公衆の混沌（outrage）に影響する要因はハザード規
模の認識、ハザードに関する未知、ハザード対策をする機関への不信、
メディアの注目度である。	
  



•  公衆とNRCのリスク定義と認知の違いは異なった言語の会話のようなも
の。意味ある対話の唯一の方法は共通理解である。一貫したリスクコミュ
ニケーションの枠組みを用いればNRCは組織としての、そして個人として
の、威圧感を与えることなくNRCの公衆安全に対する責任を伝えつつ、科
学的な決定を伝えるリスクコミュニケーションのスキルの構築に役にたつ	
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リスク＝確率X被害（consequence）	
  



リスク＝ハザード＋混沌（outrage）	
  



NUREG/BR-­‐0308,	
  EffecAve	
  Risk	
  CommunicaAon,	
  USNRC	
  (2004)	
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NRC委員のコメント	




•  “We	
  can	
  have	
  the	
  most	
  advanced	
  risk	
  
insights,	
  the	
  best	
  science,	
  the	
  leading	
  experts	
  
in	
  the	
  field,	
  but	
  if	
  we	
  do	
  not	
  have	
  an	
  effec=ve	
  
communica=on	
  plan,	
  we	
  will	
  fail.”	
  	
  



1	




2



meaningful dialogue is by first creating a shared understanding.
Applying a consistent risk communication framework will help the
NRC build the organizational and individual risk communication
skills necessary to discuss scientific decisions in a nonthreatening
manner while conveying the NRC’s commitment to public safety.



Why is risk communication a priority for the NRC?



Risk communication provides the essential links be-
tween risk analysis, risk management, and the public.
Successful completion of the NRC mission requires
integration among each of these areas regarding
values and assumptions, technical information, and
decisions.



You need risk communication to reconcile differing
perceptions of risks and gain an appreciation of
stakeholders’ points of view.



How to do it



In practice, risk communication is a team
effort involving multiple organizational
entities of the NRC (project managers, legal
affairs, public affairs, safety inspectors,
analysts). It works at two levels—strategic
(agencywide) and interpersonal (between
and among NRC staff members and stake-
holders). Strategic risk communication is an
integrated component of risk management



and vital to the NRC’s mission. At the strategic level, risk communi-
cation is a process that involves the following:



• long-term planning and coordinated communication efforts,



• strategic partnerships,



• collaborative problem solving,



• common understanding of strengths and limitations of risk
analysis,



• consistent messages, and



• appropriate tools for both internal and external
communication.



At the interpersonal level, risk communication involves applying
a variety of skills and tools to communicate in sensitive situations
where people are concerned about health, safety, and the
environment. This level of risk communication relies on the
following:



“We can have the most ad-
vanced risk insights, the
best science, the leading
experts in the field, but if we
do not have an effective
communication plan, we
will fail.”



NRC Commissioner



NUREG/BR-­‐0308,	
  Effec2ve	
  Risk	
  Communica2on,	
  USNRC	
  (2004)	
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